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市場

図研のソリューション分野
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当期は世界的金融危機という、いわば直下型の大激震に襲

われ、あらゆる産業が業態そのもののあり方や存在意義を問

われ、業界再編を迫られるなど、大きく揺れ動きました。その影

響で、お客さまの多くも業績悪化に直面し、組織の見直しや改

革を進めておられます。

　こうした状況のなかで図研グループは、次のような取り組み

を実施しました。

EDA（エレクトロニクス設計）分野

●回路基板設計システムで、次世代型の自動配線システム

を投入しました。

●欧米で豊富な販売実績を持つ車両・産業機器向けケーブ

リング配線設計システムを日本に投入し、新市場への取り

組みを開始しました。

PLM（設計・製造に関する技術情報の管理）分野

●組込みソフトを開発するためのプロジェクト管理システム

を投入しました。

●設計・試作・量産の各工程で必要な各種部品情報を一貫

管理するシステムの開発に着手しました。

SoC（半導体設計）分野

●エルミック・ウェスコム株式会社（現図研エルミック株

式会社）と業務・資本提携し、製品の相互供給と組込み

ソフトの開発協力に取り組みました。

グローバル展開

●欧米では、通信機器・自動車関連分野に引き続き注力した

ほか、新市場の開拓にも取り組みました。

●アジアでは、車両・産業機器向け配線設計システムの販売

に注力したほか、日系企業や現地企業への支援体制を強

化しました。

これにより、ケーブリング配線設計システムと米国の新市

場向けビジネスは、堅調に推移しました。その一方で、基板設

計ソリューションとITソリューションは景気悪化の影響を受

け、売り上げが減少しました。

その結果、当期の売上高は198億4千6百万円（前年同期比

9.9％減）、経常利益16億4千9百万円（同40.4％減）、当期純利

益12億1千3百万円（同30.9％減）と、前年同期を下回りまし

た。製品区分別では、EDA分野を中心とする基板設計ソ

リューション49億6千1百万円（同22.2％減）、EDAの上流設計

分野ならびにSoC分野に該当する回路設計・ICソリューション

47億1千万円（同5.2％減）、PLM分野を中心とするITソリュー

ション30億6千9百万円（同14.9％減）となった中で、保守・コ

ンサルティングを中心とするクライアントサービスは70億

8千7百万円（同0.9％増）と微増しました。

代表取締役社長　

金子 真人

自己変革し、無理難題に応えることで、
この環境変化を大きなチャンスに。

激震に揺れた世界経済の影響を受けた当期業績
■品目別売上高構成比

■地域別売上高構成比
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代表取締役社長

かつてない厳しい時代に感じていることは、改革を進めるお

客さまに対応し、図研グループも変わらなければならないとい

うことです。自己変革は大変なことです。しかし、変革がうまくい

けば、この環境変化が大きなチャンスになると考えています。

　今、お客さまがどのような変化を目指されているかというと、

ものづくりのトレンドは、デジタル家電分野のように小型化・高

速化・微細化を追求する産業がある一方、車両の配線設計や

産業機器の設計などのように、3次元機能を用いた高品質な作

り込みを志向する産業もあります。ただ、どの産業にも共通して

いるのが、今までの延長線上では、新しい時代に適合したもの

づくりはできないという認識です。

　そこで図研グループが取るべき行動は、製品紹介を中心とし

た従来のビジネススタイルから脱却し、お客さまの悩みを知

り、目標を把握して、最適なソリューションを提供することです。

現在、各業界をリードする企業の多くが設計インフラに図研製

品を使用している事実を考えると、現在直面する課題を解決し

世界のものづくりをリードできるのは、図研グループしかない

と自負しています。今、図研グループが取り組まなければなら

ないのは、まさにお客さまのものづくりが成功するためのパー

トナーになることなのです。

　このスタンスを明確に伝えるため、図研グループは「The 

Partner for Success」という企業スローガンを新たに掲げ、今後

のビジネスを展開していくことを決定しました。

来期も、この厳しさが続くと推測されますが、売上高205億

円、経常利益11億6千万円、当期純利益7億円を見込んでいま

す。そのために、次のような取り組みを実施します。

●開発・営業体制を再構築し、技術ノウハウの蓄積、人材の

有効活用、業務の効率化を徹底します。

●経費を削減し、厳しい経済環境でも収益を上げられる経

営基盤の確立に努めます。

●ソリューション機能を拡充し、対応できる領域の拡大に努

めます。

●コンサルティングカ、営業力、提案力を高め、収益確保と新

市場の開拓に努めます。

●お客さまの要望や市場動向を的確に捉え、中長期的な視

野から新製品を開発します。

　特に社内に発信しているのは「無理難題」への対応です。無

理難題の中にこそ、次世代を切り開くエッセンスがあり、それに

応えるのが使命と考えて取り組みます。もちろん、その実現には

技術的な難関がいくつもあります。ただ、幸いにも図研グルー

プの有するソフトウェア技術は、過去と比較にならないレベル

で進化しています。その結果、無理難題に応える夢のシステム

が提供できるはずですし、そのレベルの製品化が必要だと考

えています。

　その意味で来期は、「いい仕込み」のとき。お客さまの成功を

支える真のパートナーとなり、図研グループが目標とする高収

益企業を目指して努力を続けてまいります。

図研では、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の重要

な政策と位置づけており、継続して安定した配当を行うことを

基本方針としています。また、経営基盤と財務体質の強化、充

実を図るとともに、今後の事業展開へ活用するため内部留保

にも留意しつつ、業績や経営環境などを勘案し、最も効果的な

株主還元策を考慮しています。

　この方針に基づき、当期の期末配当金を1株につき7円とさ

せていただきました。これにより、中間配当金（1株につき7円）

を含めた年間配当金は、1株につき14円となり、当期の連結配

当性向は29.8％となりました。次期におきましても、年間配当

金は1株につき14円（中間・期末ともに1株につき7円）とする予

定です。

　また、昨年11月以降自己株式を取得することにより、資本効

率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行を推進しております。

　株主の皆さまには、今後とも一層のご理解とご支援を賜りま

すよう、よろしくお願い申しあげます。
無理難題への取り組みで成長への仕込みを

安定配当の実施に加え、自己株式の購入を実施中

お客さまのものづくりが成功するためのパートナーに

景気変動に左右されず挑戦し続けてきた図研の歴史
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代表取締役副社長　

勝部 迅也

グループの総力をより一層強化し、
世界中のお客さま1社1社の成功を支えるパートナーとして。

世界的な金融危機の影響で市場全体が閉塞感に覆われ、

投資意欲は一気に低迷しましたが、こうした状況下でも、コス

トダウンや開発期間の短縮など、市場競争を勝ち抜く効果を

発揮する投資に対しては、多くの企業が検討する姿勢を持ち

始めています。

この状況を踏まえ、図研グループが取り組むべきことは、各

社の経営層に、図研製品が持つコストダウンや開発期間短縮

への効果を明確に示し、投資意欲を活性化する活動だと考え

ています。

この新しいスタンスを全てのお客さまに知っていただくた

め、図研グループは「The Partner for Success」という企業ス

ローガンを掲げ、新たな活動を開始します。

このスタンスは、グローバル戦略でも中核を成すものです。

つまり、全ての市場に対して、同じ製品やサービスを統一した

施策で提供するのではなく、各国のお客さまが目指す目標を

的確に理解し、それぞれの目標に最適なソリューションとなる

製品とサービスを提供していきます。

そのために、以前にも増して積極的に行っているのが、重要

拠点である日本・アメリカ・ヨーロッパ・アジアの営業部門と、日

本・ドイツ・イギリスにある開発部門との円滑なコミュニケー

ションです。各地域のニーズはもちろん、文化、慣習、規制まで

考慮した最適なソリューションにより、お客さまが成功する

パートナーとなり、図研グループのグローバルな価値を高めて

いきます。

グループ戦略については現在、2つの視点から取り組んで

います。

一つは、図研本体と同様にEDAやPLMといったエレクトロニ

クスものづくりに不可欠なシステムを、各地域で提供する企業

群です。マーケットの水平展開といえます。

そしてもう一つは、図研のビジネスを補完し、拡張する役割

を担う企業群です。

たとえば2008年5月に行った、現在の図研エルミック株式

会社との業務・資本提携は、エレクトロニクスものづくりに

重要な組込み機器関連市場での事業拡張を目指したもの

でした。そして2009年6月からは図研のSoC事業部を分割し

て同社に統合し、組込み機器関連市場でNo.1を目指す体制

を構築しました。

営業と開発のグローバルな
コミュニケーションで、お客さまを成功へ

お客さまの取り組みが成功するための
パートナーとして

M&Aや子会社設立、投資、インキュベーションなど、今後も

積極的なグループ戦略を推進し、事業会社の育成によって新

たな相乗効果を創出し、グループの価値と総合力を高めてい

きます。

また、より一層お客さまの視点に立って製品とサービスを提

供するために、お客さまの立場で長年エレクトロニクスものづ

くりの陣頭指揮を執ってきた尾上善憲を専務取締役として迎え

ました。ソニー株式会社の執行役員シニアバイスプレジデント

として、グローバル生産を担当し、モノ造り本部長を務めてき

た経験と知識が、今後の図研グループの成長に大きく寄与す

ることを期待しています。

状況は引き続き厳しいと思われますが、図研グループの総

力を結集し、成功へのパートナーとして、お客さまや株主の皆

さまのご期待に応えるべく、努力してまいります。

積極的なグループ戦略で成功に欠かせない存在に

代表取締役副社長

COOメッセージ
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世界的な不況の影響を受けた一方
成功例が増えてきた産業機器市場

　当期の日本経済は、世界的な金融危機の影響で一気に減速

し、主要なビジネス領域であるデジタル家電と自動車関連市場

も大きな打撃を受けました。その影響で下半期は、新たな案件

が急激に減少することになりました。

　その一方で、成功例が増え、新たな市場として立ち上がった

のが、数年前からアプローチしてきた産業機器分野です。

図研グループならではの解決策を提供

　産業機器分野はビジネスサイクルが長期に及ぶため、これ

までコストや納期にそれほど敏感ではありませんでした。ところ

が今回の不況を機に、低コスト・短納期の意識が高まり、高速

化をはじめとする新技術への対応や小型化・微細化による品質

の追求、さらには環境に配慮した部品選定なども進められるよ

うになりました。

　こうした取り組みへの対応は、図研グループがデジタル家電分

野や自動車産業分野で多くの技術と経験を蓄積し、解決策を提

供してきた得意なテーマです。産業機器市場で高まるニーズに

総合的な解決策を提示できる企業は世界でも数少ないことか

ら、数多くの問い合わせが図研グループへ寄せられています。

電気・機械・ケーブリングの連携・統合で成功する
ものづくりのパートナーに

　産業機器市場の要求に応えるため、図研グループでは早

急に体制を整備しています。まずは、ドイツのCIM-TEAM社

（現ZUKEN E3社）製の産業機器向けケーブリング配線設計シス

テム『E3』を日本に導入し、主力製品の電気系CAD『CR-5000』と

3次元機械系CAD『V54EE』の3製品を連携させ、設計の効率化

を推進。さらに、PLM『DS-2』でも設計全体を統合して投資対効

果を明確化することで、新市場開拓に成果を上げています。

　図研グループは、今後も幅広い市場において、数多くのお客

さまのものづくりが成功するためのパートナーとして、積極的

にビジネスを展開していきます。

欧州市場はここ数年、自動車、産業機器、航空機、通信機器な

どの分野で、堅調に推移してきました。ところが当期は世界同

時不況のあおりを受け、売上高は前年同期より減少する結果と

なりました。厳しい状況ではあるものの、改善への地道な取り

組みにより、復調の兆しも見えてきています。たとえば2006年

に買収したドイツZUKEN E3社製品のお客さまに『CR-5000』や

『DS-2』を提供するケースも増え、これから一層のシナジー効果

が期待できます。

一方、米国市場では長年の営業と顧客サービスの結果、航空

宇宙、医療機器、通信機器の各分野でトップ企業とのビジネスが

始まり、当期は大幅な売上増を記録しました。「バイ・アメリカン」

の状況下でも「良いものは良い」と判断されるのは、米国ならで

は。第34期は米国市場最高の売上高を目標に、ビジネスを展開

いたします。

アジアに展開した約20年の歴史の中で、当期はエポックメイキン

グな年と言えます。従来、アジア市場のお客さまは日系企業が中心

で、特に中国では8割近くを占めていましたが、当期は現地企業の

割合が高まり、全体の約半数を占めるまでになりました。象徴的な

のがEMSと呼ばれる受託製造会社における売上の拡大です。欧米

および日本の製造メーカからの要請と市場の要求への対応のため

に製造の効率化・コストダウンを目指した企業が求めるものは、ま

さにこれまで図研が蓄積したソリューションでありノウハウでした。

今後も中国市場を核に、現地企業に重点を置いたビジネスをよ

り一層積極的に展開していきます。そのポイントになるのが、広大

な地域全体をカバーし、現地企業はもちろん、地方自治体や地元

社会とも確固たる信頼関係を築くことです。信頼できる地元代理店

網の整備にも着手しながら、現地法人と日本本社との緊密な連携

で、EDAとPLMを含む総合的なビジネス展開と売上高の拡大を目

指します。

既存市場が低迷した中でも、
新たに立ち上がった産業機器市場。

現地企業へのビジネスが本格化。
EMSをはじめ新市場へのビジネスが拡大。

カリフォルニア州で、今後の開発計画、最新ソリューションを紹介する年次総会
を開催。多くのお客さまから積極的なIT投資ニーズを収集しています。

‘08年11月、北米で年次総会開催
中国での日系/現地企業の売上割合（ソフトウェア売上高のみ）

セッション会場の様子 プレゼンテーションの模様 総会終了後のパーティにて
0

20

40

60

80

100

’07年3月期 ’08年3月期 ’09年3月期

74.5

25.5

73.4

26.6

53.7

46.3

■日系企業　■中国現地企業

シナジー効果が見えてきた欧州、
大幅な売上増を記録した米国市場。

（%）

エリア別概況

欧米市場 アジア市場日本市場

産業機器市場の位置づけ

エレキ要素大 メカ要素大ものづくりの要素技術

自動車
電装品
7.1兆円

自動車
21兆円

半導体
電子部品
6.8兆円

一般
電子部品
2.8兆円

ア
セ
ン
ブ
リ
規
模

大

小

産業用
生産材・消費財
19.6兆円

主な産業分野
●社会インフラ・交通インフラセキュリティなど
●産業用ロボット・工作機械
●半導体製造装置 
●ビジネス用プリンタ・複合機現像装置 
●工業用ミシン・編み機
●電子部品実装機  ●放送用機器
●医療機器  ●宇宙・航空産業 
●測定・検査・分析装置  ●住設機器

民生用
電子機器
3.7兆円

(注）経済産業省の生産動態統計（平成20年)をもとに図研が集計
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自らの意識を変革し、新たな姿勢でお客さまと接することが

できれば、この変革期をチャンスに変えられることを、図研グ

ループの誰もが理解しています。そこで世界中の図研メンバー

が自らの新しい姿を考え、その象徴として掲げたのが、「The 

Partner for Success」という企業スローガンなのです。

この推進にあたり、最も変わったのが、お客さまとのコミュニ

ケーションです。製品の話ではなく、「お客さまありき」を前面に

打ち出し、お客さまが何に悩み、どうしたいのかを徹底的にヒア

リングする。そして課題の本質を捉え、お客さまが成功するため

のパートナーとして何ができるか、何をしなければならないか

を徹底追求し、図研ならではの解決策や手法を考える。この取り

組みを現場はもちろん、経営陣によるトップセールスにまで広

げ、現場と経営が一体となり、最適な提案を行っています。

「プロダクト・アウト」ではなく、「マーケット・イン」が重要とは

よく言われることですが、それを図研らしく、パートナーとして一

緒に汗をかき、時には涙も流しながら、最後には喜びを共有し

笑えるようにという意気込みを、お客さまをはじめ社内外に宣

言するためのメッセージといえるでしょう。

図研グループは、このように

「The Partner for Success」の推進に

より、厳しい状況の中でもビジネス

が拡大できるよう、一丸となって取り

組んでまいります。

「お客さまの成功」のために、
「お客さまありき」のコミュニケーションを追求。

専務取締役

嶋内 敏博

図研の新たな企業スローガン
特 集

　昭和51（1976）年の会社設立以来、図研はエレクトロ
ニクス製造業のお客さまのものづくりのために製品と
サービスを提供してきました。そして、日本はもとより世
界のお客さまが、家電から航空宇宙にまで至る幅広い
産業分野で図研のソリューションを導入し、最先端の製
品開発を進めています。国内外で新たに図研のお客さま
が増えており、図研のソリューションの拡大により、同じ

会社の中での人的なネットワークも拡がっています。
　そこで、図研が行っていること、そして今後さらに心が
けていきたいことを、わかりやすい言葉で表現する必要
を感じました。昨年から全世界の社員の参加により、新
たな企業スローガンの立案プロジェクトを行ってきまし
た。そして、数ある応募の中から選ばれたのが、この
「The Partner for Success」なのです。

図研が考える「パートナー」には、
次のように広い意味があります。

●図研のお客さまである会社とその社員の皆さん

●お客さまの商品をお使いになる会社やユーザの皆さん

●図研製品の開発やサービスを提供するために協力して
いただいている会社と社員の皆さん

●図研の株主の皆さん

●金融機関他協力企業の皆さん

●図研オフィスのある地域住民の皆さん

●図研社員の家族の皆さん

などなど、図研の活動の周囲にいらっしゃる全ての方々がパート

ナーといえるでしょう。

パートナーという言葉は関係を表します。新たなスローガ

ンは、図研がビジネスを進める上でのさまざまな関係先が、

それぞれ成功するためのパートナーでありたい、という意味

であり、パートナーの成功こそが図研の喜びである、というこ

とも意味しています。

しかし、この新たなメッセージを発表することは、あくまでも

スタートにすぎません。いかにして図研が成功のパートナーと

なれるかは、その成功をもたらすための図研のあり方をあらた

めて問い直すことから始める必要があります。過去の成功体

験に埋没することなく、図研は新たなスローガンのもとで、常

に周囲のパートナーの成功のために何ができるかを模索し、実

現に向けてチャレンジし続けます。
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資産の部 負債の部

純資産の部

連結貸借対照表 （単位：千円）

科 目

流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
有価証券
たな卸資産
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品 
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物(純額) 
機械装置及び運搬具(純額)
工具、器具及び備品(純額)
土地
リース資産(純額)
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

資産合計

 24,273,938
4,116,643
4,474,419

14,333,010
 —

23,323
122,504
107,535
375,162
760,725
△39,385

11,259,884
7,142,708

3,730,588
49,202

346,118
3,009,559

7,239
1,437,087

924,251
512,835

2,680,088
207,432
895,391
576,046

1,012,729
△11,512

35,533,823

27,001,766
4,562,756
5,674,231

15,304,046
254,826

　　　 —
　　 —

 —
533,385
727,745
△55,224

10,684,161
7,212,952

3,784,131
64,126

355,135
3,009,559

—
1,209,107

890,235
318,871

2,262,101
387,357
621,527
265,607
995,220
△7,611

37,685,928

（単位：千円）

科 目

流動負債

買掛金　　　　　　

未払法人税等

繰延税金負債

前受金

賞与引当金　　　　

役員賞与引当金　　

その他　　　　　　

固定負債

退職給付引当金

その他

負債合計

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

少数株主持分
純資産合計
負債純資産合計

4,792,736

372,939

312,773

1,598

2,118,792

742,624

15,000

1,229,007

2,677,931

2,533,628

144,302

7,470,667

　

28,264,084

10,117,065

8,657,753

12,388,124

△2,898,859

△350,706

3,491

—

△354,197

149,777
28,063,155
35,533,823

6,667,371

1,028,475

902,743

6,013

1,950,482

708,284

34,100

2,037,271

2,702,315

2,590,105

112,210

9,369,687

　

28,121,182 

10,117,065

8,657,753

11,877,992

△2,531,628

36,009

26,889

103

9,016

159,048
28,316,241
37,685,928

連結損益計算書の要旨 （単位：千円）

連結株主資本等変動計算書　当期（2008年4月1日から2009年3月31日まで） （単位：千円）

科 目
当期

2008年4月1日から 
2009年3月31日まで

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

繰越ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額合計

少数株主
持分

純資産
合計

評価・換算差額等

前期
2007年4月1日から 
2008年3月31日まで

売上高　　　　　　　
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税                      
過年度法人税等
法人税等調整額
少数株主利益又は少数株主損失(△)     
当期純利益

2008年3月31日  残高         
連結会計年度中の変動額　
剰余金の配当
当期純利益                                              
在外子会社の会計処理の
変更に伴う増減
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)
連結会計年度中の変動額合計
2009年3月31日  残高

10,117,065

̶
̶

̶

̶

̶

̶
10,117,065

8,657,753

̶
̶

̶

̶

̶

̶
8,657,753

11,877,992

△362,510

1,213,516

△340,874

̶

̶

510,132

12,388,124

△2,531,628

̶
̶

̶

△367,230

̶

△367,230

△2,898,859

28,121,182

△362,510

1,213,516

△340,874

△367,230

̶

142,901

28,264,084

26,889

̶
̶

̶

△23,398

△23,398

3,491

103

̶
̶

̶

△103

△103

̶

9,016

̶
̶

̶

△363,213

△363,213

△354,197

36,009

̶
̶

̶

̶

△386,715

△386,715

△350,706

159,048

̶
̶

̶

̶

△9,271

△9,271

149,777

28,316,241

△362,510

1,213,516

△340,874

△367,230

△395,987

△253,085

28,063,155

19,846,787
4,739,961

15,106,825
13,646,378

1,460,446
318,610
129,421

1,649,635
160,887
153,537

1,656,985
520,838

66,885
△142,046
△2,209

1,213,516

22,018,737
5,370,161

16,648,575
13,809,567

2,839,008
325,891
395,388

2,769,511
54,825

222,610
2,601,726

1,358,205
—

△524,473
10,870

1,757,124

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

科 目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

1,197,862

△681,985

△242,791

△102,086

170,999

10,368,850

10,539,849

（ ）（ ）
当期

2008年4月1日から 
2009年3月31日まで

前期
2007年4月1日から 
2008年3月31日まで（ ）

1,248,762

△1,344,535

△730,567

△417,226

△1,243,566

10,539,849

9,296,283

（ ）
当期

  (2009年3月31日現在)
前期

 (2008年3月31日現在)
当期

 （2009年3月31日現在）
前期

 （2008年3月31日現在）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連結財務諸表
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（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資産の部 負債の部

単体貸借対照表 （単位：千円）

科 目

流動資産
現金及び預金　　　
受取手形
売掛金
有価証券
たな卸資産　　　　
仕掛品　　　　　　
原材料及び貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物(純額)   　　
構築物(純額)
車両運搬具(純額)
工具、器具及び備品（純額）
土地 　　　　　　
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
関係会社長期営業債権 
保険積立金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

資産合計

 18,648,925
1,071,576

162,736
2,362,080

14,333,010
—

120,391
11,256

276,169
311,955
△250

10,980,155
6,844,532

3,587,065
72,098

8,120
167,689

3,009,559
422,937

3,712,684
207,432
983,818
739,946
275,044
521,289
409,044
457,993
449,003

△330,888
29,629,080

20,692,411
1,194,290

76,891
3,417,285

15,304,046
115,017

—
—

404,493
184,145
△3,760

10,499,124
6,890,316

3,610,266
78,255
11,943

180,291
3,009,559
245,130

3,363,676
387,357
607,702
739,946
494,532
567,473
398,190
203,701
461,317

△496,542
31,191,535

（単位：千円）

科 目

流動負債
買掛金
未払金
未払法人税等
未払消費税等
前受金　
賞与引当金
役員賞与引当金
その他　　　　　
固定負債
退職給付引当金
関係会社損失引当金
長期未払金

負債合計

　
株主資本
資本金
資本剰余金
　資本準備金
利益剰余金
　利益準備金
　その他利益剰余金
　　プログラム等準備金
　　別途積立金
　　繰越利益剰余金
　自己株式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

純資産合計
負債純資産合計

2,039,597
277,925
377,602
220,803

—
502,568
423,000

15,000
222,696

2,496,159
1,627,949

756,000
112,210

4,535,756

25,086,748
10,117,065

8,657,753
8,657,753
9,210,789

311,082

325,809
7,665,000

908,897
△2,898,859

6,575
6,575

25,093,323
29,629,080

3,415,733
799,238
703,896
728,449

71,670
452,914
417,000

30,000
212,563

2,443,250
1,571,040

760,000
112,210

5,858,984

25,305,661
10,117,065

8,657,753
8,657,753
9,062,471

311,082

708,493
5,745,000
2,297,895

△2,531,628
26,889
26,889

25,332,550
31,191,535

単体損益計算書 （単位：千円）

科 目
当期

2008年4月1日から 
2009年3月31日まで

前期
2007年4月1日から 
2008年3月31日まで

売上高                                           
売上原価                                             
　売上総利益                                           
販売費及び一般管理費                                   
　営業利益                                                
営業外収益                                              
　受取利息
　有価証券利息
　受取配当金
　受取賃貸料
　その他
営業外費用
　売上割引
　為替差損
　投資事業組合運用損
　その他
　経常利益                                                 
特別利益                                               
　貸倒引当金戻入額
　関係会社株式売却益
　関係会社損失引当金戻入益
　投資有価証券売却益　　　
特別損失                                                
　固定資産処分損
　投資有価証券評価損
　ゴルフ会員権評価損 
税引前当期純利益                                       
　法人税、住民税及び事業税
　過年度法人税等
　法人税等調整額
当期純利益                                              

10,881,324
2,636,486
8,244,838
7,283,206

961,631
197,241

1,582
79,753

3,396
78,377
34,130

243,948
1,307

235,954
6,077

609
914,924

86,120
76,620

5,500
4,000

 —
152,738

12,894
139,343

500
848,307
382,675

66,885
△112,082

510,828

12,651,277
3,343,158
9,308,118
7,273,779
2,034,339

217,042
5,929

72,145
3,158

110,844
24,964

114,659
965

106,647
6,077

968
2,136,722

406,191
238,647

    —
141,000

26,544
90,269

5,988
83,330

950
2,452,644

1,097,326
      —

△409,569
1,764,887

（ ） （ ）
当期

  (2009年3月31日現在)
前期

 (2008年3月31日現在)
当期

 （2009年3月31日現在）
前期

 （2008年3月31日現在）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

純資産の部

単体財務諸表
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会社概要

会社データ(2009年3月31日現在) 

社 名
設 立
資 本 金
株式市場
従業員数
平均年齢
Ｕ Ｒ Ｌ

株式会社図研  ZUKEN Inc. 
1976(昭和51)年12月17日 
101億1,706万5千円 
東京証券取引所第一部
561名　連結1,274名
35.7歳
http://www.zuken.co.jp/

株式の状況

株価推移

株式情報

会社が発行する株式の総数
発行済株式総数
株主数

86,525,700株
27,903,669株 
　14,422名

役員(2009年6月26日現在)
代表取締役社長 金子 真人 
代表取締役副社長 勝部 迅也
専務取締役 尾上 善憲 
専務取締役 嶋内 敏博 
取締役 上野 泰生 
取締役 仮屋 和浩 
取締役 相馬 粛一 
取締役 ゲルハルト・リプスキー 
監査役(常勤) 和田 扶佐夫 
監査役 斎藤 源次郎 
監査役 荒井 洋一 
監査役 三宅 錦之 

関係会社 
株式会社 ジィーサス 
図研ネットウエイブ株式会社 
インベンチュア株式会社 
株式会社キャドラボ
図研エルミック株式会社
（2009年7月1日付で社名変更しております）

株式会社チップワンストップ 

ZUKEN EAO(欧米8社) 
ZUKEN KOREA Inc. 
ZUKEN SINGAPORE Pte.Ltd. 
ZUKEN TAIWAN Inc. 
図研上海技術開発有限公司
ZUKEN E3 GmbH  
（2009年4月1日付で社名変更しております）

金子真人

金子真人ホールディングス株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G）

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）
サブ アカウント アメリカン クライアント

日本生命保険相互会社

和田扶佐夫

金子みね子

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー505044

4,500

3,240

1,389

1,131

1,097

889

803

800

580

568

16.12

11.61

4.97

4.05

3.93

3.18

2.87

2.86

2.07

2.03

株主名

大株主（上位10名）
持株数（千株）持株比率（％）

(注)上記のほか、当社が所有している自己株式2,647千株があります。持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

構想設計ってなに？

このコーナーでは、読者の皆さまにとって、普段、馴染みの薄い「専門技術」や「専門用語」、当社のビジネスの概要について
シリーズで解説しています。
今回のテーマは「構想設計」です。ものづくりの最初のステップとして、本来もっとも創造性が求められ、さまざまな課題の
考慮が必要な領域ですが、実はまったくと言ってよいほどIT(情報技術）が活用されていないという実態がありました。
そこで、構想設計とは何なのか、どのような背景から図研がこの分野への製品開発を行ったのかに焦点を当ててみました。

0

500

1,000

1,500
（円）

2007.4 2007.10 2008.4 2008.10 2009.3

シリーズ図研Ｑ＆Ａ インフォメーション
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株主メモ
事業年度

定時株主総会

基準日

公告方法

１単元の株式の数

株主名簿管理人
および口座管理機関

同事務取扱所

同取次窓口

証券コード

4月1日から翌3月31日まで

毎年6月

定時株主総会の議決権 毎年3月31日
期末配当 毎年3月31日
中間配当 毎年9月30日

電子公告
（当社ホームページhttp://www.zuken.co.jp/e-koukoku/）
なお、やむを得ない事由により電子公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載します。

100株

〒105-8574  東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

〒168-0063  東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
　　0120-78-2031
http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　全国各支店

6947

〒224-8585 横浜市都筑区荏田東2-25-1 TEL: 045-942-1511(代)　

〒224-8580 横浜市都筑区茅ヶ崎中央32-11 TEL: 045-942-1300(代) 

〒222-8505 横浜市港北区新横浜3-1-1 TEL: 045-473-6868(代)

〒530-0003 大阪市北区堂島1-6-20 堂島アバンザ7F TEL: 06-6343-1141(代) 

〒460-0003 名古屋市中区錦1-11-11 名古屋インターシティ3F TEL: 052-222-3131(代) 

〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-6-1(仙台第一生命タワービル)  TEL: 022-267-9055(代) 

本社・中央研究所
センター南ビル
新 横 浜 ビ ル
関 西 支 社
名 古 屋 支 社
仙 台 支 社

http://www.zuken.co.jp/

住所変更、単元未満株式の買取のお申出先について
口座をお持ちの証券会社にお申出ください。

なお、特別口座で株式が管理されている株主の方は、口座管

理機関である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出

ください。

上場株式配当等の支払いに関する通知書について
租税特別措置法の平成20年改正（平成20年４月30日法律第

23号）により、平成21年１月以降にお支払いする配当金につ

いて、株主の皆さま宛に配当金額や源泉徴収税額等を記載し

た「支払通知書」を送付することが義務づけられました。

配当金領収証にてお受け取りの株主の方は、年末または翌年

初に「支払通知書」を送付いたしますのでご覧ください。口座

振込を指定されている株主の方は、配当金支払いの際に送付

している「配当金計算書」が「支払通知書」となります。なお、両

書類は確定申告を行う際、その添付資料としてご使用いただ

くことができます。

この報告書は、環境に優しい大豆油インキ
を使用して印刷しています。
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